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◎NISTEPレポー トNo.16「我が国と海外諸国間における研究技術者交流」を発表
近年の我が国 と先進諸国 との間における研究者交流には不均衡が存在するとい
われているが、その論拠 となる実績にっいては必ず しも十分に把握 されていない。
本 レポー トは、かかる観点か ら、我が国と海外 との間における研究者及び技術者
の交流状況につ いて、法務省の出入国管理統計データを活用 して調査分析 したも
ので、今後の人材交流政策策定の基礎資料の提供に資す るものである。
(第2調査研究 グループ西本、長浜)
??
◎調査 研究 資料(調査 資料 一12)「我が 国 と海外諸 国 聞に おけ る研究技 術 者交 流
一統 計図表 集 一」を発 表
本 資料 は、MSTEPレポー トNo.16を取 りま とめ る に当 たって作成 した図 表類 とそ
の基礎 デ ー タを 整理 した もので あ る。(第2調査研 究 グル ープ西本 、長 浜)
◎MSTEPレポー5No.17「科学 技術 と社 会 との コ ミュニ ケ ー シ ョンの 在 り方 の研 究 」
を発表
この研 究 報告書 は、当所 に設 置 した「科 学技 術,社会 お よび コ ミュニ ケ ー シ ョン
に関す る調 査研究 会(略称 二STSC研究会)」の2年4ケ月 にわ た る研究 の成 果 を取 りま
とめ た もので あ る。そ して、「科 学者 ・技術 者」と「生活 者 」との コ ミュニ ケ ー シ ョン
を 活性 化す るた めの場 と して 「科学技 術 コ ミュニ ケー シ ョン・セ ンター」の設 置 を
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提唱 して い る。(第2調査 研究 グルー プ)
◎NISTEPレポー トNo.18「国際技術移転の進捗度の測定 と分析に関す る一考察
一束ア ジア諸国への 日本企業の直接投資の事例か ら」を発表
近年、ア ジアNIES諸国では多 くの電気製品を製造、輸出す るようになり、その技
術の発展 にはめざま しい ものがある。その発展の陰においては先進国、特に日本企
業か らの技術の移転に支え られている部分が大きいと考え られ る。しか しなが ら、
日本か らどのような技術が移転 され、その国の技術の発展 に寄与 したかを実証的
に研究 した例は少ない。本研究 レポー トは、日本か らア ジアNIES、ASEAN諸国への直
接投資に伴う技術移転を定量的に捉えることを目的 とし、カラーテ レビとカメラ
についてケーススタディを行 った。それ らの製品を部品 レベルに分け、部品毎にそ
の調達先をみることによって、技術移転の進捗度を測 るという新 しい手法を試み
た。また、「プロダク ト・ツ リー」の作成や工程の変化の調査を通 じて、商品生産技術
の変化を明確化 し、技術進歩 と技術移転の関係について考察を試みた。
(第3調査研究 グループ木場)
◎ 講 演 会 等/LecturesatMSTEP
5/8(水)「 文 明 社 会 の 野 蛮 人 一若 者 の 科 学 技 術 離 れ を め ぐ って 」
小 林 信 一(文 教 大 学 国 際 学 部 専 任 講 師)
/15(水)f米国 宇 宙 政 策 の 現 状 と 今 後 の 方 向j
JohnM.Logsdon(GeorgeWashington大学 国 際 科 学 技 術 政 策 セ
ン タ ー所 長)
/17(金)「Evaiuatingtechnelogyandinnovationpolicies:
theEuropeanexperienceＬ
Dr.GerhardBecher(プuグレ ス薮 ヨ ー ロ ッパ 応 用 経 済 研 究 セ ン
タ ー)
/27(月)「湾 岸 戦 争 後 の 日米 関 係 」
EzraFVoge1(米ハ ー バ ー ド大 学 教 授)
/28〈火)「 日本 古 代 官 僚 制 に お け る イ ノ ベ ー タ ー と して の 聖 徳 太 子 」
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池知正昭(青山学院大学大学院文学研究科史学専攻〉
/29(水)厭&D活動のグローバ リゼー ションー国内企業か ら世界企業への道 一」
安部忠彦(長銀総合研究所主任研究員)
◎ 主 要 来 訪 者/ForeignVisitorstoNISTEP
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5/9(木)
ノ'10(金)
/14(火)
/i5(水)
/20(月)
/21(火)
/22(水)
/24(金)
/29(水)
Pref.Dr。FranzLehner(lnstituteofLaberandTechfiology,
ScienceCenterNorthrhine-Westfalia)
ArthurLChait(SRIイ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 東 ア ジ ア 本 部)
Prof.Dr.}{.1).Seghezzi(lnstituteforTechnologyManagement
UniversityofSt.Gail(∋n)
RobertJCrawford(Science)
MerieMckenzie(JPLJetPropulsionLaboratory
CaliforniaInstituteofTechnology)
Dr.JeffreyM.Schevitz(KernforschungszentrumKarlsruhe
.Abteilungt'i'rAngewandteSystemanalyse)
KevinW.ぴconner(CongressoftheUnitedStatesOfficeof
TechRologyAssessment)
Dr。HartmutDeyda(ドイ ツ 大 使 館)
LH.Weber(米NSFプ ロ グ ラ ム マ ネ ー ジ ャ ー)
MeirWeinsteinPh.D(CenterforTechnology,Policyand
IndustrialDevelopmentハ{.1.T.)
Dr.TuviaZisner(イス ラ エ ル 大 使 館)
GeorgeE.Lindamood(GartmerGroupINC)
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2.石丹究 ノ ー ト/ResearchNote
速報版 平成2年 度外国技術導入の概要
1.はじめ に
本調査 は、外 国 技術 の導入 実態 を把握 す るため 、平成2年度分 の「外 国為替 及 び外
国 貿易管 理法 」(外為 法)等 によ る技 術導入 契約 の締 結(変更)に関 す る届出書 等 に
基 づ き、当所 にお いて取 りまとめ た ものであ る。
2.平成2年度外 国技術 導入 の概 要
(1)技術導 入件 数
平 成2年度の新 規導 入契約 件数(A)は3211件で あ り、前年 度 に比 べ て313件(10.8%)
の増加 とな った。この うち、商標 の みの契約 を 除 く技術 的契 約件 数 は2804件で あ り、
前年度 に比 べて283件(11.2%)の増 加 、また指定技 術 は1957件(うち対価1億 円超 の
もの856件)であ り、前年 度 に比べ て347件(21。6%)の増 加 とな った。
新 規技術 導入契 約3211件の うち、既存 の契 約が終 了 して再 度同 一 内容 の契約 を
締 結 す る とい う契 約(B:実質 上の延 長契 約)が74件とな って い る。
また、変更 契約 件数 は1283件で あ り、前年度 に比 べて97件(8.2%)の増 加 とな った。
この うち、契 約 当事者 の変 更で あ るf地位 の承継 」は293件で あ り、前年 度 に比べ
て56件(23.6%)の増 加、既存 の契 約 内容 を変 更 す る変 更契 約 は990件で あ り、前 年度
に比 べ て41件(4.3%)の増加 とな った。
さ らに、既存 契約 内容の 変更契約 の うち、技術 の追加 を伴 う変 更契 約(C:実質 上
の新 規契 約)は324件であ り、前年度 に比 べ て89件(37、9%)の増加 とな った。
この結 果、実 質上 の新 規技 術導入 契約(A-B+C)は、346玉什 とな り、前年度 の3083
件 に比 べて378件(12.3%)の増 加 とな った。
(2)技術導入 契約 件数 の推 移
新 規技術導 入 件数の 推移 を見 る と、昭和30年代 前半 か ら増 加基 調で推 移 して き
た導入 件数 も、昭和48年度(245◎件)を ピー クに激減 したが、昭 和50年度(1836件)か
ら再 び増 加 に転 じ、その 後 は漸 増傾 向 を示 して い たが、昭 和62年度(2709件)には大
幅 な増加 とな り、その後 も増加 傾向 が続 いて い る。
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技術導入件数 の;誓多
(3)先端 技 術分野 の導 入傾 向
導 入技 術の 中で 、特 に先 端 的 な分野 と して 、半導 体 、原子 力 、航 空 ・宇 宙、医薬 品 、
バ イオ テ クノ ロジー、電子 計算 機 の6分野 につ いて の導 入動 向 は図 に示 す通 りで あ
る。こ こで も、半導 体 を含め て 、電子 計算 機関連 が増 加率 、件数 共 に他 分野 に比 較 し
て 多 い ことが わか る。
年 度 S61 62 63 H元 年 2
電 算 機 699 946 1067 1306 1642
八 一 ド ウ ニ ア 97 92 77 85 107
ソ フ ト ウ ニ ア 597 837 985 1213 1519
サ ー ビ ス 5 17 5 8 王6
半 導 体 171 260 24◎ 242 247
原 子 力 56 60 て◎ 81 88
散 在 ・ 宇 宙 45 16 7ユ 51 39
医 薬 品 97 56 85 102 80
バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー 21 17 24 27 26
(一)件 数 は 、 複 数 の 先 端 技 術 分 野 に ま た が る 場 合 の 喜 福 分 を 含 む
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(4)地域別 導入 状況
平 成2年度 の新 規技 術導入 契約 を 地域 別 に見 る と、北 ア メ リカが2208件(全体の6
8.8%)、ヨー ロ ッパ が898件(同28.O%)とな って お り、これ らで全 体 の96.7%を占めて
い る。以下 、ア ジア82件、大 洋 州18件、南 ア メ リカ3件、ソ連2件 と続 いて い る。
(5)国別導 入状 況等
平成2年度 の新 規技 術導 入契約 を相 手国別 に 見 る と、米 国が2119件(全体 の66.0%)
と圧 倒 的 に多 く、これ に続 いて ドイ ツが2◎1件(同6.3%)、英 国が185件(同5.8%)、フ
ラ ンス158件(同4.9%)、ス イ ス106件(同3.3%)であ り、これ らの上 位5ケ国 だけで 全 体
の86.2%を占めて い る。
今年 度 の特 徴は 、米 国か らの導入 件 数が増 加 傾向 を続 けて い るの に対 し、そ の他
の諸 国か らの導 入 件数は ス イス等 の一 部の 国を 除 き減少 とな った。
(6)導入技 術内 訳
平 成2年度 の新 規技 術尊人 契約 の うち、特 許 権(出願 中の もの を含 む)を伴 う契約
は774件で あ り、新 規技 術導入 全 体の24.1%(前年度26.2%)を占め て い る。また 、特 許
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権 を伴 う契約 の うち、出願中 の契約 は99件(全体 の3.1%,特許 関連契 約 のi2.8%)で
あ り・前 年度 に比べ て14件の減 少 とな った。特 許権 のみ の契約(出願 中 の もの を含
む)は248件(全体の7.7%)で、前年 度 に比 べて9件(3、5%)の減少 とな った。
平 成2年度の新 規技 術導入 契約 の うち、ノ ウハ ウを伴 う契 約 は2549件で あ り、新
規技術 導入 全体 の79.4%を占めて い る。ノウハ ウのみ の契約 は1988件で、前年 度 に
比 べて313件(18.7%)の増 加 とな った。
平 成2年度 の新 規 技術導 入契約 の うち、商標 権(出願 中 の ものを 含む)を伴 う契約
は5ユ4件であ り、新規技 術導 入全体 の16.O%を占めて い る。商標権 の みの契 約 は407
件 で 、前年度 に比 べて3◎件(8.O%)の増加 とな った。
(7)対価 の支 払 い条件
平 成2年度 の新 規技 術≡導入契約 にお ける対価 の支払 い条 件 を見 る と、182件(全体
の5.7%)が無償契約 で あ り、これ は前年 度 に比べ て32件(21.3%)の増加 で あ った。
また、有償 契約 は3029件(全体 の94.3%)で、これ は前年 度 に比べ て281件(ユ0.2%)
の増 加 であ った。この うち、イニ シャル 。ペ イメ ン トを規 定 してい る契約 は2214件(有
償契 約 の73.1%)であ り、ミニ マム ・ペ イ メ ン トを規定 して い る契 約 は396件(同13.1
%)であ る。また、ラ ンニ ング・ロイヤル テ ィを規定 して い る契約 は、1674件(同55.3%)
であ り、これ を 「パ ーセ ン ト」料 率の もの と「その他」料 率 に わけ る と、前 者が48.9%、
後者 が51.1%であ る◎「パ ーセ ン ト」料 率を有 す る契約818件の 内訳を 見 る と、「2%未
満」が10.7%、「2%以上5%未満」が37.4%、「5%以上8%未満」が32.3%、「8%以上」が19.6%と
な って いる。
(8)契約 期間
平 成2年度の新 規技 術導入 契約 にお ける契約期 間 を「期 間明記 」の もの と、「そ の
他」に分 け ると、前者が ユ607件(全体の50.0%)、後 者が1604件(同50.O%)であ る。
「期 間明記 」の契約1607件の内容 を見 ると、「1年未満」が9.0%、「1年以 上5年未満 」
が50.5%、「5年以上10年未 満」が22.8%、「1◎年以上15年未満 」が13.2%、「15年以上 」は4.
5%とな って いる。
(9)クロス ライセ ンス契約
平成2年度 の新規 技術 導入契 約 の うち、技術導 入 と同時 に技 術 を輸 出す る相互 供
与契 約が な されて い る もの は、89件(全体 の2。8%)であ る。
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3.その 他/OzherTopics
◎人事往来/Staff
O5月IHStけで一橋大学の野中郁次郎教授が当所に併任され ました。
○尾藤総務研究官が5月31日付けで 日本原子力研究所へ出向 されま した。なお、同
氏はイン ドネ シア研究技術大臣付科学技術顧問 として同国へ赴任 される予定です。
φ科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1-11-一一39電 話03(3581)239L2392
今NationalInst三tuteofScienceandTechnologyPolicy,
Scienceand3'echAologyAgency'Japan
<>ADDRESS:1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,lOO
◇PHONE:03(358i)2391,2392・>FAX:03(3503)3996
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